
2025 年９月 22 日 

 

法務省民事局参事官室 御中 

 

一般社団法人全国銀行協会 

 

 

「民法（遺言関係）等の改正に関する中間試案」に対する意見について 

 

 

今般、標記中間試案（2025 年７月 29 日公表）に対する意見を別紙のとおり

取りまとめましたので、何卒ご高配賜りますようお願い申しあげます。 

 

以  上
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（別 紙）  

 
「民法（遺言関係）等の改正に関する中間試案」に対する意見 

 

項番 
該当箇所 

（対象文書・ページ数・項目等） 
意見等 

１ １ページ 

第１ 普通の方式におけるデジタ

ル技術を活用した新たな遺言の方

式の創設 

１ 新たな遺言の方式 

・デジタル技術を活用した新たな遺言の方式としては、公的機関において遺言の保管がなされる乙案および丙案を支

持する。 

・甲１案では、証人の関与によって、遺言の内容の真意性、真正性を担保することを意図しているものと理解するが、

遺言の作成時点では、電磁的記録に記録すべき事項の適切な記録、遺言者による全文、日付および自己の氏名の口

述、ならびに証人による特定事項の口述など、遺言の有効性の前提となる要件（以下「有効性要件」という。）が充

足されているかを客観的に確認することができず、有効性要件の最終的な確認は、家庭裁判所による検認や、遺言

の執行を受けた法務局、金融機関等に委ねられることになっていると考えられる。しかし、このことにより、検認手

続を行う裁判所や、執行を受ける法務局、金融機関等において有効性要件を確認するための負担が生じることにな

り、特に金融機関等については、有効性要件を確認する主体としてそもそも適切であるか疑問がある。加えて、有効

性要件を確認することは金融機関に相応の実務負担が発生するほか、複数の金融機関で評価・判断が分かれる可能

性があり、その判断によって相続人との見解相違や、それにもとづくトラブルが増加することが懸念される。     

・さらに、仮に有効性要件の充足につき一定の判断がなされないまま、遺言が金融機関等に対して執行として示され

ることとなる場合には、遺言の内容に不満のある相続人から、遺言の有効性に疑義ありとして解約・払戻しをしな

いように求められる可能性もある。この場合には、金融機関等としては遺言の有効性の判断ができないことから遺

言の執行を完了させることができず、未解決の状態が長期にわたることも懸念される。 

 

・また、甲２案では、遺言の内容の真意性、真正性の担保に加えて、上記の有効性要件の充足についても、デジタル技

術によって確認されることを意図しているものと理解するが、現時点において、本審議会で議論された様々な論点、

課題をすべて解決できる民間事業者のサービスが、安定的かつ利用者にとって利用しやすいコスト水準で提供され

るかは、必ずしも明らかではないように思われる。 

 

・以上に対して、乙案および丙案では、公的機関による保管の過程において、遺言の有効性要件も確認されることか

ら、相続の発生後、執行の局面において、遺言の有効性要件の充足に起因する紛争の発生を回避することができ、ひ
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項番 
該当箇所 

（対象文書・ページ数・項目等） 
意見等 

いては迅速な遺言の執行に資するものと考えられることから、新たな遺言の方式としては冒頭に述べた通り、乙案

および丙案を支持するものである。 

 

・仮に甲案を導入するとした場合には、検認手続において、上記の有効性要件の充足が確認されることが不可欠であ

ると考える。 

・仮に甲案を導入するとして、そこでなされる検認手続が、現状の自筆証書遺言の検認と同様に、遺言書の状態の確

認、事後的な偽造・変造の予防のために保存を目的とするものに過ぎないという位置づけでなされる場合には、有

効性要件の充足の判断はその執行を受けた法務局、金融機関等に委ねられることとなるが、その際は上記で述べた

問題点がそのまま妥当することになる。加えて、仮に紛争が具体的に生じていない場合でも、遺言の執行は、遺言者

の有している財産によって複数の機関になされることが容易に想定されるところ、有効性に疑問があるような遺言

の場合には、執行を受けた複数の法務局、金融機関等で判断・対応が異なることとなる可能性もある。 

 

・以上のような不都合が生じる可能性や、複数の機関で遺言の有効性の確認を行わざるを得なくなる非効率性を考慮

すると、仮に甲案を導入するとしても、遺言の有効性が検認手続において相応の水準で確認される制度設計とし、

少なくとも遺言執行の局面において、執行を受ける法務局、金融機関等で有効性要件の充足確認の負担が生じるこ

とがないようにしていただきたい。 

２ 12 ページ 

第５ その他 

・項番２につき、中間試案の補足説明に記載のある、ウェブサイト上での入力フォーマットや、遺言書文例の提供に

ついては、特に、専門家を介することなく作成される自筆証書遺言において、遺言者が自身の希望する内容を適切・

正確に書面化するために大変有益と思われる。また、遺言者の意思が正確に遺言に記載されることは、法務局や金

融機関等に対する円滑・迅速な執行に寄与すると考えられるので、本審議会における要綱案のとりまとめ、法案提

出を待つことなく、その早期実現をご検討いただきたい。 

 

以 上 

 


